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設立関係資料 

◎ 地域公共交通会議と地域公共交通活性化協議会の違い 

 地域公共交通会議 地域公共交通活性化協議会 

根拠法令 道路運送法 
地域公共交通の活性化 

及び再生に関する法律 

対象交通モード バス・タクシー 
多様なモード 

(バス・タクシー・鉄道等) 

会議参加 

応諾義務 
な し あ り 

計画策定 任意（補助金なし） 
補助金の交付を 

受ける場合は必須 

事業実施における 

補助金受領 

行えない 

（協議組織） 

行える 

（協議＋実施組織） 

メリット 

この会議で合意された場合 

・経路の設定 

(路線の新規・変更) 

・運賃設定    等 

上記手続きを簡略化・弾力化

することが可能となる 

 国からの支援が受けること

ができる。 

《 国からの補助は、市町村や

交通事業者に対してではな

く、この協議会に対して行

われる。》 

 

『 地域公共交通会議 』と『 地域公共交通活性化協議会 』が協議していくテー

マは、大半は共通する内容となります。 
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【協議第５号】 

    いの町地域公共交通活性化協議会予算書【 案 】 

 

     歳入予算額    １０，０００千円 

     歳出予算額    １０，０００千円 

１ 歳 入                         （単位：千円） 

款 項 目 予算額 説明 

1 補助金 
10,000  

地域公共交通活性化・再生事

業費国庫補助金 

1 補助金 10,000    

 1 補助金 10,000   

歳 入 合 計  10,000   

 

２ 歳 出                         （単位：千円） 

款 項 目 予算額 説明 

1 運営費 665   

1 会議費 655   

 1 会議費 655  委員報酬等 

2 事務費 10   

 

 1 事務費 10  消耗品費 

2 事業費 9,330   

1 事業費 9,330    

 
1 事業費 9,330  

地域公共交通総合連携計画策

定調査委託 

3 予備費 5   

1 予備費 5    

 1 予備費 5   

歳 出 合 計  10,000   
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議題（７）関係資料 

 

 地域公共交通総合連携計画策定調査実施計画認定申請等について 

  

① 趣  旨 

  地域公共交通に関するニーズや課題はそれぞれの地域によって多種多様であるた

め、地域住民の移動ニーズ等を踏まえ、鉄道、軌道、バス、タクシーといった個

別の輸送形態ごとの観点だけではなく、輸送形態間の連携、横断的な観点も含め、

通勤、通学、買物、通院といった住民の日常生活や来訪者の移動を支える地域公

共交通のあり方について検討し、総合的な計画を策定していく。 

 

 ② 地域公共交通総合連携計画策定調査の必要性について 

町内のみを運行範囲とするバス路線にとどまらず、町外に接続している路線バ

ス、ＪＲ鉄道、路面電車等の町内全ての公共交通を、 

・路線バスと鉄道・路面電車との連結 

・路線バスの運行系統を幹線・支線・コミュニティ交通への区分分けした運行 

・支線・コミュニティ交通の手法を地域の実情に合った運行手法の取り入れ 

など協議検討をし、交通結節点を中心とした効率的、機能的かつ簡潔な交通ネッ

トワークの構築を実現させるため、地域的あるいは経済的な環境分析、住民ニー

ズの把握から将来ニーズの予測、継続運行が可能な運行体系等、的確な調査事業

が必要と考え、当該調査事業を導入していきたいと考えている。具体的な調査と

しては、町民アンケートによる移動実態や移動頻度等を把握する調査や中山間地

域での自治会長等の地域代表者へのヒアリング調査等を実施し、地域の公共交通

を守り、育てる意識の向上に努め、新たな公共交通体系の構築に向けた総合連携

計画を策定する。 
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調査の内容 

調査の名称 調査の内容 

１ 地域性調査 ・ 地理的環境 

・ 人口･経済等の概況 

・ 道路の現況 

・ 人口分布（地区別・児童生徒の推移・高齢化等） 

２ 現状把握調査等 ・ 公共交通の現状整理と先進事例の整理 

・ 上位計画等の整理 

３ 住民ニーズ調査 ・ 町民移動調査 

・ 地域代表者（自治会長等）へのヒアリング調査 

・ 利用者実態アンケート調査 

４ 公共交通のあり方の

検討 

  【 基本方針 】 

・ 上記調査等に基づいた公共交通のあり方の検討 

・ 公共交通改善のための必要施策メニューの洗い出し及

び施策優先度の検討（重点施策の抽出） 

５ 実施計画の策定 

 

 

・ 重点施策の詳細（実施計画）の検討 

  ◇ 運行主体の検討 

  ◇ 利用者数の推定、運行収支計画 

  ◇ 各種認可申請等の必要性 

  ◇ 実施のためのスケジュール策定 

 

スケジュール 

 以下項目別に概ねの着手・実施期間を矢印（←→）、または横棒線（―――）で記載。 

調査の名称 4 月           9 月           12 月           3 月 

１ 地域性調査  

２ 現状把握調査等  

３ 住民ニーズ調査  

４ 公共交通のあり方の

検討【 基本方針 】 

 

５ 実施計画の策定 
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